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午 前 1 0 時 開 議 

３ ０ １ 会 議 室 

 

〇協 議 事 項 

 

１ 令和 6 年能登半島地震について（経過報告） （危機対策課） 

 

 

 

〇そ の 他 

 

 



 

  

 

台

    令和6年能登半島地震について（経過報告） 

１ 地震の概要 

日 時 内    容 

1日 16：10 

震源地 石川県能登地方 深さ 16km 

地震の規模（マグニチュード）M7.6（推定） 

〇主な県内の震度 

【震度 7 】志賀町、輪島市 

【震度 6強】七尾市、珠洲市、穴水町 

【震度 6弱】中能登町、能登町 

【震度 5強】加賀市、金沢市、小松市他 

○警報 

石川県能登地方（津波警報 1日 16：12、大津波警報 1日 16：22、津波警報 1日 20:30 

津波注意報 2日 01：15、解除 2日 10：00） 

石川県加賀地方（津波警報 1日 16：12、津波注意報 2日 01：15、解除 2日 10：00） 

２ 市内の被害状況 

（１）人的被害 けが人報告なし 

（２）物的被害 

 ① 住宅被害他 

罹災証明書  ：受付 1,295件（5日終了時） 

全壊 7件、半壊 22件、一部損壊 1,235件、調査中 31件 

被災届出証明書：受付 636件 

② その他の被害 

（主なもの） 

道路損傷 136カ所（通行止め 2カ所）※R6.2.5時点 

豊 町（A－422）土砂崩れ 

柴山町外 2町（C－461）道路隆起・電柱傾き(2月 14日通行止解除予定) 

 

湖畔遊歩道損傷 5区間（579m） 

 潮津町・片山津温泉地内 舗装沈下など 

 

上水道 配水管漏水 

湖城町約 160世帯及び片野町約 10世帯で断水：復旧済 

 

下水道 加賀市浄化センター地下部分への地下水流入(液状化) 

汚泥移送用ポンプ・電気操作盤等の浸水：地下水は排出済、 

現在、汚泥の引抜及び汚泥移送用ポンプ等の復旧作業中 

 

公共施設被害 44件 

雪の科学館の周辺液状化による地盤沈下など 

教育関係施設 17件、地区会館 8件、美術館等 19件 

 

その他の被害 

１）商業関係  

商業施設（アビオ）通路崩落や北國銀行床段差他、温泉旅館の損傷、 

事業所施設の・機械の損傷 

 

２）農業用施設 

①農道：4カ所 陥没・崩落等あり、農道橋 4か所で空洞化等 

②水路・パイプライン：15か所 破損、漏水 

③貯水池：1か所 法面崩壊 

④柴山潟堤防：1.4Km全長的に亀裂・沈下あり 

※林道被害、漁港被害なし  
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（３）避難所の状況 指定避難所  全閉鎖（9日 17：30） 

（４）本市への支援 

 

① 罹災証明書判定調査 （1/17～2/17） 

静岡市  ： 6名× 5日 

安城市  ： 2名× 6日、3名× 4日 

坂井市  ： 3名× 5日 

北陸財務局： 8名× 5日 

 

② 被災住宅の緊急及び応急修理の相談等 

静岡市：2名×46日 （1/15～2/29） 

 

③ 避難所運営補助（健康観察等）（1/15～2/未定） 

静岡市 ： 3名×17日（1/15～31） 

鯖江市 ： 2名×10日（1/22～31） 

新発田市： 3名×13日（1/22～2/3） 

伊勢市 ： 3名×17日（1/25～2/9） 

安城市 ： 2名×  日（1/29～2/未定） 

 

総務省応急対策職員派遣制度に基づく派遣：静岡市 

災害協定に基づく職員派遣：安城市、坂井市、鯖江市、新発田市、伊勢市 

その他職員派遣：北陸財務局  

３ 能登地区への支援 

（１）避難者受入れ（2月 5日終了時） 

２次避難所 35施設（ホテル・旅館） 

広域避難者数 1,846名（輪島市、珠洲市、能登町 等） 

※ 保健師等、市職員による受け入れ態勢を整え、避難者の健康管理を実施 

車を持たない避難者に対し、商業施設への周遊バス運行、各病院への送迎を実施 

 

（２）人的支援 

支援内容 期間 支援先 

 ① 応急危険度判定調査 2人× 9日（1/ 4～12） 羽咋市、穴水町、能登町 

② 罹災証明書受付等 2人× 5日（1/ 7～11） 志賀町 

③ 被災者の健康確認等 3人× 3日（1/10～12） 能登町 

④ 応急給水（給水車） 

2人× 3日（1/11～13） 

3人× 4日（2/ 6～ 9） 

2人×16日（2/24～3/31までの間） 

内灘町 

珠洲市 

⑤ 配水管調査 1人×15日（1/16～1/31） 内灘町 

⑥ 災害廃棄物仮置場 

の管理運営  
2人×4日（1/18、19、22、26） 宝達志水町 

⑦ 県内消防広域応援 
1次 10人、2次 10人、3次 8人、4次

から 13次各 4人（1/1～） 

珠洲市、穴水町、輪島市 

、能登町 
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令和６年度 組織及び所掌事務の見直しについて 

 

令和６年４月から、産業振興のさらなる体制強化と行政事務の効率化を図るため、下記の

とおり、組織及び所掌事務の見直しを行います。 

 

記 

１ 財務事務の効率化と入札改革を推進するため、総務部「財政課」を財政グループ、契約・財

産グループに分割し、新たに「管財課」を設置します。 

２ 国家戦略特区の推進や、行政情報システム標準化のため、イノベーション推進部に、「行政

デジタル課」、「地域デジタル課」、「国家戦略特区室」を設置します。 

３ 業務の縮小に伴い、市民健康部健康課「新型コロナウイルスワクチン接種推進室」を廃止

し、健康課に統合します。 

4 産業振興部「観光交流課」、「商工振興課」、「企業誘致室」、山中温泉支所「振興課」を、「観

光商工課」として再編・統合し、産業種別や市内の地域性を問わず、交流人口の増加と産業

集積を、総合的・一体的に推進します。 

5 山中温泉支所については、業務の効率化の観点から廃止し、現在の山中温泉支所庁舎は

山中温泉財産区管理会の事務局とします。 

６ 市長部局で補助執行していた文化振興、文化財保護業務については、行政効率化の観点

から本来の教育委員会で執行することとし、山中温泉支所の文化業務とあわせて「文化課」

を設置します。 

７ スポーツ推進課を「スポーツ課」に名称変更します。 
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令和 6年度 機構図 （案） 

 

※ 市民健康部健康課「新型コロナウイルスワクチン接種推進室」を廃止 

※ 今後、所属名や所管業務の詳細については、変更がありえます。 

総務部

行政まちづくり課

人事課

危機対策課

財政課

管財課 工事検査室

税料金課

イノベーション推進部

行政デジタル課

地域デジタル課

国家戦略特区室

イノベーションセンター

産業振興部

観光商工課 企業誘致室

農林水産課

環境課

山中温泉支所 振興課

教育委員会

教育庶務課

学校指導課

生涯学習課

中央図書館

山中図書館

文化課

スポーツ課

観光交流課・商工振興課・企

業誘致室を統合し、山中温

泉支所の観光施設を移管 

国家戦略特区及び

新産業関係を所管 

山中温泉支所を廃止し、 

管理施設は観光商工課と文化課へ 

入札改革のため財政課を分割し

契約財産グループを「管財課」に 

産業振興部「文化振興課」を移管し、

山中温泉支所の文化施設を移管 

名称変更 

※ 記載がない部局については、変更はありません。 
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（参考） 令和５年度 機構図 （抜粋） 

 

総務部

行政まちづくり課

人事課

危機対策課

財政課 工事検査室

税料金課

イノベーション推進部 イノベーションセンター

産業振興部

観光交流課

文化振興課

商工振興課 企業誘致室

農林水産課

環境課

山中温泉支所 振興課

教育委員会

教育庶務課

学校指導課

生涯学習課

中央図書館

山中図書館

スポーツ推進課



 
 

 

加賀市任期付職員の公募について 

 

 「人材の育成と先端技術の導入により企業が集積するまち」の実現に向けた取組を、さ

らに加速・強化するため、国家戦略特区を活用した新たな産業戦略を描き、推進する「国

家戦略特区ゼネラルマネージャー」及び「国家戦略特区推進プロジェクトマネージャー」

を任期付職員として公募する。 

 

１ 募集職種（名称）等 

(1)国家戦略特区ゼネラルマネージャー 

① 募集人数 

  １名 

② 主な業務内容 

・加賀市の産業振興に繋がる国家戦略特区の制度を活かした実験的・挑戦的な 

戦略提案 

・提案に基づく具体的な施策の企画、実現のための新たなネットワークの構築 

 や企業連携の推進                        など 

 

(2) 国家戦略特区推進プロジェクトマネージャー 

① 募集人数 

   複数名 

② 主な業務内容 

・国家戦略特区ゼネラルマネージャーの元での戦略立案とプロジェクト化の 

サポート（リサーチ・検証・誘致・調整等をチームで担当） 

・プロジェクトの具体化、実現に向けてのリード           など 

２ 任用形態及び任期 

(1) 任用形態 

特定任期付職員（一般職の常勤職員）         

(2) 任期 

    採用日（※1）～ 令和 8 年 3 月 31 日（※2） 

※１採用日は、令和 6 年 4 月 1 日以降、採用候補者と調整し決定する。 

※２採用の日から５年を超えない範囲で、本人の同意を得て更新可。 

３ 募集期間 

令和 6 年２月 2７日（火）～令和６年３月２５日（月） 

 

※公募の名称は、ポジションや業務が民間等の人材に、より分かりやすいものとして 

 おり、職名ではない。 
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ふるさと納税支援事業者の公募について 

 

１．目的 

寄附額の増加や地域の活性化、寄附金の地域循環を図るため、魅力的な地場産品の

開発による返礼品の拡充や寄附者に向けた効果的なプロモーションにより、地場産品

の販路拡大や誘客促進、当市の魅力発信につながる事業者の企画提案を募集する。 

 

２．概要 

(1)業務名  加賀市ふるさと納税事業支援業務 

(2)業務内容 

➀ ポータルサイトの管理及び運営に関する業務 

② 返礼品の在庫管理、返礼品提供事業者への返礼品の発注、配送管理及び 

返礼品代・送料の精算に関する業務 

③ 寄附者及び返礼品提供事業者への対応に関する業務 

④ 返礼品の増加・企画に関する業務 

⑤ ふるさと納税のプロモーションに関する業務 

⑥ 寄附金受領証明書等の作成及び送付に関する業務 

⑦ ワンストップ特例申請の受付に関する業務 

 

３．募集方法 

公告、市ホームページ、PRTIMESへの掲載 

 

４．スケジュール 

(1) 募集開始         令和 6年 1月 26日(金)から 

(2) 提案書類提出期限     令和 6年 2月 16日(金)午後 5時まで 

(3) プレゼンテーション審査  令和 6年 2月 27日(火)（予定） 

(4) 審査結果通知       令和 6年 2月下旬 

(5) 新事業者での運用開始   令和 6年 4月 1日(月) 
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寄附者 

ふるさと納税 

ポータルサイト 

 

返礼品提供事業者 

 

受託 

事業者 

 

加賀市 
業務委託 

寄附申込 寄附情報 

返礼品発送依頼 返礼品送付 

＜寄附から返礼品受取までの流れ＞ 



被災者支援デジタル市民証の発行について

市では、能登半島地震で被災し、市外から2次避難して来られた方々を地域一体となって応援・支援するため、「被災者支援デジ
タル市民証」を発行しています。
デジタル市民証を協賛する店舗等で提示することにより、割引等のサービスを受けることができます。

被災者支援デジタル市民証

対象者
能登から２次避難して来ている方
（避難者データベースへの登録者）

特 典 ➢ 各温泉の総湯の無料利用
➢ アビオシティ内の協賛店舗での割引等

※協賛店舗は今後増える見込み。

デジタル市民証はQRコードから、氏名、避難者番号等を入
力して申請していただきます。

ア
ビ
オ
シ
テ
ィ
店
舗

(R6.2.8 総務経済委員会資料）

『被災者支援デジタル市民証』 協賛店舗・サービス一覧（2月1日（木）現在）
店舗名 業種 サービス内容

山代温泉 総湯 共同浴場 入浴料無料

山中温泉菊の湯 共同浴場 入浴料無料

片山津温泉 総湯 共同浴場 入浴料無料

平和堂 1階サービスセンター サービスセンター 当日のレシート提示で500ml ペットボトル飲料 1本進呈

ミスターランドリー クリーニング クリーニング全品半額(一般衣類に限る。)

T.Beans コーヒーショップ ブレンドコーヒー1杯 又は ソフトクリーム

フラワーショップ はなざ フラワーショップ 全品20％OFF

コスメ＆エステ ジョリー コスメ＆エステ フェイシャルエステ30分 3,300円➡2,750円(税込)

ライオン堂 眼鏡ショップ 眼鏡、補聴器のお困り無料相談、特別割引

澤屋 飲食店 全品半額

パリクロアッサン パン屋 パン全品2割引(一部除外品あり)

メガネショップ Zigen 眼鏡ショップ 全品20％OFF

au Style アビオシティ加賀 携帯ショップ
・携帯電話 無料で充電サービス ・無料で料金見直し
・auプラスワンコレクション全品５％割引

ラメール・ドゥ ブティック 店内商品１０％OFF（SALE品除く）



取得の流れ

利用の流れ

1.配布したチラシのQRコードを
スマホ等で読み取り

2. 避難者受付番号、生年月日、
メールアドレスを入力後、送信

3.フォーム終了後に表示される
URLから「被災者支援デジ
タル市民証」をダウンロード

1.保存した「被災者支援デジ
タル市民証」を画面に表示する

2.表示した「被災者支援デジ
タル市民証」を店舗で店員へ
提示する

3.店舗で割引等のサービスを
受けられる。



 R6.2.8 総務経済委員会資料  

 

 令和5年中の火災・救急・救助概要について  

 

１. 火災概要 

（１）件数・・・出火件数は18件で、前年比5件の減少となりました。 

     火災種別は、「建物火災」が8件（44.4％）、「車両火災」が1件（5.6％）、「その他

の火災」が9件（50％）でした。 

 

（２）原因・・・出火原因別では「放火の疑い」が4件、「たばこ」が3件、「ストーブ」が2件、

「こんろ」・「火入れ」・「たき火」が各 1 件、「その他」が 5 件、「不明」が 1 件でし

た。 

 

（３）被害・・・火災による損害額は11,455千円で、前年比152,590千円の減少でした。人

的被害は死者1人、負傷者は2人でした。 

 

２．救急概要 

（１）件数・・・救急出動件数は4,018件で、前年比275件の増加となりました。１日平均11

件、1か月平均334.8件となります。 

 

（２）種別・・・事故種別は「急病」が2,880件で全体の71.7％を占め、「一般負傷」が613

件、「転院搬送」が293件、「交通事故」が139件でした。 

 

（３）搬送人員・・・搬送人員は、3,752人で、前年比209人の増加となりました。収容機関

の状況は、市内医療機関に 3,228人（86％）を収容しました。また、65歳以

上の搬送人員は2,744人（73.1％）でした。 

 

（４）所要時間・・・1件当たりの現場到着所要時間の平均は7.7分で、1件当たりの医療機関

収容所要時間の平均は、34.2分でした。 

 

３．救助概要 

（１）件数・・・救助出動件数は41件で、前年比6件の増加となりました。1か月平均3.4件 

の出動となります。 

 

（２）活動・・・救助出動件数 41 件のうち 29 件において救助活動を行い、30 人を救助しま

した。 

 

（３）種別・・・救助出動件数41件のうち、「建物等による事故」による出動が14件で、全体

の34.1％を占め、続いて「交通事故」が12件となっています。 


